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Ⅰ．問題と目的
近年の少子化や核家族化，女性の社会進出といっ
た子育てを取り巻く環境の変化に伴い，育児不安や
育児ストレスの要因や軽減に効果的な実践のあり方
（渡辺・石井，２００９，吉永ら，２００６，南，２０１３），
サポート対象や質と育児不安の関連（石・桂田，２０１３）
など，多くの研究がなされている。一方で，厚生労
働省（２０１５）によると平成２６年度の全国の児童相談
所（２０７か所）における児童虐待相談の対応件数が
８８，９３１件と過去最多数を記録するなど，養育者によ
る虐待や不適切な関わりは増加傾向にあり，複雑か
つ多様な問題への対応や支援がこれまで以上に求め
られているといえる。ただし，周囲が支援の必要性
を感じていても，養育者が必要としておらず，支援
につながらないケースは多い。専門的な支援が必要
な人ほど支援を要請しない状況がある（笠原，２０００）
なかで，どのように子育て支援を行うか，そのあり
方が問われている。
近年では，必要に応じて他者に援助を求める力と
して，様々な困難を乗り越えるための効果的な対処
方略の一つである援助要請が注目されている。学生
相談領域，メンタルヘルス領域などで研究が進めら
れており，関連した研究レビューが行われている（木
村，２００７，２０１４，森岡，２００７）。子育て支援領域に
おいては，援助要請という観点を取り入れることの
必要性と可能性について，援助者と被援助者の関係
や，援助要請行動，被援助志向性に焦点をあて
た研究の蓄積が課題であると言われている（小嶋，
２００７）。また，本田（２０１５）は援助要請研究におけ
る発達的観点（幼児期，児童期，青年期）を明確に
し，援助要請行動が個人の精神的健康などに与える
影響や，発達段階に即した援助要請への適切な介入
方法の開発の必要性について述べている。このよう
に，少しずつ子育て支援領域における養育者の援助
要請研究の意義が確認されていることから，本稿で
は，現時点での子育て支援領域における養育者の援
助要請に関する研究について文献研究を行い，得ら
れている知見の整理および今後の課題を示すことを
目的とする。
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ABSTRACT
The purpose of this study is to review studies of help-seeking in the field of child care support in Japan
and discuss future problems. Twenty-two help-seeking studies were studied to obtain the object for the help,
associated variable (personal problem, psychological variable, demonstration graphic variable, and network
variable), and help-seeking process. A scale of help-seeking studies was devised according to measured
actions, help-seeking intentions, help-seeking preference, and manner. In help-seeking studies for the near
future, it will be necessary to limit objects, to clarify the process of help-seeking, including the connection
between variables of contents and the personality, and to consider what kind of support can become truly
effective. Studies that developed scales which have become available are in demand in various studies.
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Ⅱ．文献研究の方法
文献検索については，CiNii（NII学術情報ナビゲー
タ）を使用し，２０１５年１０月２７日に検索を実施した。
文献の情報として，キーワードに“help-seeking”，
“援助要請”，“被援助”のいずれかを含む文献を検
索した結果，重複しているものも合わせて８９４件が
抽出された。抽出された文献の中から子育て支援領
域における論文３２件を抽出し，関連文献を加え，さ
らに資料・展望論文を除外した，最終的に２２件の論
文を対象に文献研究を実施した（以下，２２冊を A～
Vで表記，表１）。
Ⅲ．結果と考察
抽出された文献について，子育て支援領域におけ
る，援助要請で扱われている内容，援助要請を促進
および抑制する要因，援助要請を測定する尺度ごと
に整理する。
１．援助要請研究で扱われる内容
１）援助を求める対象
養育者（ここでは母親を指す）の支援に関連する
研究において，サポート対象やサポートの質に言及
するものは多く，援助を求める対象についてもサ
ポート源を中心に検討がなされている。２２件の文献
中，家族・身内に対する援助要請（D, F, H, I, J, N,
O, R, T, U, V），友人・知人に対する援助要請（A, D,
F, H, I, J, N, O, R, T, V）を検討しているものは１１件，
公的機関に対する援助要請（D, E, H, I, J, L, P, Q, T,
V）を検討しているものは１０件，子育て支援機関に
対する援助要請（A, D, F, H, I, J, N, O, R, T, V）を検
討しているものは１２件であった。ただし，研究によっ
て設定している対象の分類は様々で，たとえば家族・
身内について，笠原（２０００）は家族形態を分類（実
父母，義父母，兄弟姉妹）し（B），日下部（２０１４）
は住居形態によって区別（同居／非同居）する（T）
など，細かい設定は異なっている。また，諸井・杉
本（２００９）のようにサポート源の必要度について検
討するために詳細なサポート源を自由回答で求めて
いるもの（H）もあれば，西川（１９９７）のように日
常生活での近隣の住人同士の関係に焦点を当てるた
めに「親友，知人，隣人」のいずれかを対象として
設定し，心理的距離の近さを表現しているもの（A），
越谷（２０１２）のように北川ら（１９９５）が作成した尺
度の１４のサポート源を用いているもの（Q）もある。
さらに，サポート源の中から特に夫（U）や，保育
者（B, C, F, M），保健師（E）といった特定の対象
に限定しているものもある。
２）援助要請に関連する変数
援助要請に関連する変数については，木村（２０１４）
にならい整理し，個人の問題，心理学的変数，デモ
グラフィック変数，ネットワーク変数などで分類を
行った。
（１）個人の問題
１）でみたようなサポート源に対して，養育者が
どのような内容を求めるのか，または求めないのか
については，育児ストレスに関する項目で検討して
いるものが多く，大きく母親自身に関するストレス
と子どもに関するストレスに分かれていた。たとえ
ば，笠原（２０００）は保育者に相談する内容として，
「親関連育児ストレス」「子どもの行動や性格の悩
み」「発育の遅れについての心配」「習慣についての
心配」の４つを設定している（B）。また，佐藤・
菅原（１９９４）の育児関連ストレス尺度をもとに，湯
浅ら（２００６）は育児ストレス認知尺度を作成し，「親
役割危機」「子どもの育てにくさ」「混乱」の３つを
設定して被援助バリアとの関連を検討（E），中神・
天岩（２０１１）は「子ども関連の悩み」と「親に関す
る悩み」を設定し，専門家への相談経験の有無によ
る自尊感情や心理的抵抗との関連を検討（N）して
いる。諸井・杉本（２００９）は８つの育児ストレスを
設定しており，それらは「子どもに関するもの」「母
親自身に関するもの」「夫に関するもの」の３種類
に分類されるとしている（H）。ほかにも，手島ら
（２００３）のサポート内容尺度１５項目を使用している
（Q）ものや，幼稚園教育要領の５領域（健康，人
間関係，環境，言葉，表現）を参考にしているもの
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（J），インタビュー調査の結果に基づいた項目内容
を設定しているもの（T），「託児」や「子どもの世
話」などの項目を設定している（V）ものもある。
育児ストレス以外のサポート内容については，子育
て環境における物理的な内容が挙げられる。西川
（１９９７）は「切迫事態」と「非切迫事態」に分類し，
それぞれについてインフォーマル（個人のプライバ
シーに深く関与するもの）あるいは一般的な援助内
容（個人のプライバシーに深く関与しないもの）を
設定している（A）。以上のように，サポート対象
表１．わが国における子育て支援領域の援助要請研究
援助を求める対象
援助要請に関連する変数
備考
個人の問題 デモグラフィック変数 心理学的変数 ネットワーク変数
作成者 発行年
家族・
身内
友人・
知人
公的
機関（１）
子育て
支援
機関（２）
母親に
関する
悩み（３）
子どもに
関する
悩み（３）
子育て
環境（４）
母親に
ついて
子ども
について
パーソナ
リティ
変数
援助要請
に対する
イメージ
等（５）
相談経験
の有無
相談
満足度
ライフ
イベント
ソーシャル・
サポート／
サポート
システム
A 西川 １９９７ ◯ ◯ ◯
B 笠原 ２０００ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
C 笠原 ２００４ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
D 加藤 ２００５ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
インタビュー
調査（７）
E 湯浅・櫻田・小林 ２００６ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
F 笠原 ２００６ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
G 加藤 ２００７ ◯ ◯ ◯ ◯
インタビュー
調査
H 諸井・杉本 ２００９ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
I
本田・三鈷・八越・
西澤・新井・濱口
２００９ ◯（６） ◯（６） ◯ ◯ 自由記述調査
J 本田・新井 ２０１０ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
K 杉本・諸井 ２０１０ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
L
山地・大東・久保・
福本・宮原・中村
２０１０ ◯ ◯
インタビュー
調査
M 諸井・杉本 ２０１０ ◯ ◯ ◯ ◯
N 中神・天岩 ２０１１ ◯（６） ◯（６） ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
O 太田・高木 ２０１１ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
援助要請態度
は学校の教師
に対するもの
を作成
P 佐藤・中村 ２０１２ ◯ ◯ ◯ ◯
Q 越谷 ２０１２ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
R 諸井 ２０１２ ◯ ◯ ◯
S 中村 ２０１３ ◯ ◯ ◯
T 日下部 ２０１４ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
U 小倉 ２０１５ ◯ ◯
インタビュー
調査
V 状家 ２０１５ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯
（１）公的機関は，医療機関，児童相談所，療育施設，心理相談室などに従事する相談員や専門家を指す
（２）子育て支援機関は，保育園，幼稚園，子育て支援センター等で従事する保育者や相談員を指す
（３）地域社会生活に関することも含む
（４）「ストレス」「問題」といった表記も「悩み」に含む
（５）援助要請不安・抵抗・援助不安，援助要請や相手へのイメージ
（６）「身近な人」のなかに家族と友人を含む
（７）「面接調査」という表記についても「インタビュー調査」に含む
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によって項目内容を変えたり，独自の項目になって
いたりと，援助要請に関連する個人の問題は多岐に
わたっているといえる。
（２）デモグラフィック変数
デモグラフィック変数については，母親と子ども
で分類しており，母親については年齢や就業形態，
家族構成との関連を示しており（A, E, J, P），子ど
もについては，子どもの性別や年齢，出生順位やきょ
うだい数などとの関連が示されている（E, J, N）。
母親の年齢との関連については，母親の年齢が高い
ほど援助要請行動をしない（A, E），年齢が低いほ
ど援助不安が高い（E, P），という見解がある一方で，
年齢とは関係ないという見解もあった（J）。就業形
態との関連（D, F, J）については，就業している人
の方が被援助対象を職場や子育て機関に求める
（D）のに対し，就業していない人は被援助対象と
の関係が多様に変化する（F）ということ，就業し
ていない人の方が夫に援助を求めていること（J）
などが示されている。家族構成との関連（E, J）に
ついては，拡大家族世帯の方が核家族世帯に比べて
援助不安が高い（E）という見解がある一方で，同
居している相手（夫や実母，義母）に対して援助要
請行動をする（J）ということが示されている。
子どもの年齢との関連については，子どもの年齢
が低いほど母親の援助不安が低く，援助要請行動を
する（E, J, N）ことが示されており，子どもの性別
については男児の母親の方が女児の母親よりも援助
要請行動をする（J）こと，きょうだい数は１人の
方が２人以上の母親よりも援助要請行動をする
（E）ことが示されている。
このように，デモグラフィック変数と援助要請に
ついての関連は示されているものの一貫しておらず，
今後研究の蓄積が求められているといえる。
（３）心理学的変数
心理学的変数には，パーソナリティ変数，援助要
請に対するイメージ等，相談経験の有無，相談満足
度，ライフイベントが挙げられている。
パーソナリティ変数との関連については，笠原
（２００６）はコンピテンスと自尊心を育児有能感とし
て関連を予測していていたが，関連は示されなかっ
た（F）。同様に中神・天岩（２０１１）についても自
尊感情との関連を予測し，関連は示されなかったが，
援助要請に対する心理的抵抗との関連は示されてお
り，自分をネガティブに捉えやすい人ほど援助要請
行動をしないことを見出している（N）。また，越谷
（２０１２）はセルフモニタリングに注目し，育児不安
との関連から間接的に援助要請の有効性を高める可
能性を指摘している（Q）。パーソナリティ変数に
ついてよく用いられるのは自尊感情であるものの，
一貫した知見はなく（永井，２０１０），より丁寧に検
討することが求められている。
援助要請に対するイメージとの関連については，
援助要請に対する不安感や心理的抵抗感（C, E, F, I,
L, M, N, P, U），援助要請や相手へのイメージ（J, K）
が挙げられる。援助要請に対する不安感については，
相談する内容や年齢によって不安が援助要請行動の
生起状況を変化させたり（C, E, P），援助を受容し
たりするという指摘（M）がある一方で，不安と援
助要請行動に関連が示されていないもの（F）もあ
る。また，相談による悪影響への不安や漠然とした
抵抗感が援助要請行動を阻害する（I, N, L, U）とい
うことや，援助要請の相手に対するイメージが良い
ほどに援助要請行動が促進される（J, K）というこ
とも指摘されている。
相談経験の有無や満足度については，いずれの研
究についても過去に相談経験がある母親の方が援助
要請行動につながりやすく，また，相談時の満足度
が高い場合は，次に相談しようと思う意識を高める
ということが示されている（B, C, E, F, N, P, Q）。
（４）ネットワーク変数
ネットワーク変数としては，ソーシャル・サポー
トやサポートシステムとの関連が示されていた（B,
H, O, Q, S, T, V）。笠原（２０００）については，４種類
のソーシャル・サポートを設定（B）し，相談内容
やソーシャル・サポートとの関連において，援助要
請に対する意識や行動に変化があることを示してい
た。また，越谷（２０１２）はサポート内容との関連に
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おいて，あるサポート内容が援助資源の有効性の認
識につながる可能性について示唆している（Q）が，
ソーシャル・サポートをサポート源として扱うのか，
サポート内容として扱うかによって，影響は異なる
ことが考えられる。
３）援助要請のプロセス
加藤（２００５，２００７）は，自立志向であった母親が
先輩の助けを借りて養育ケアを習得し，子育てに関
する自信と負担を感じる経験を通して，重要な他者
のもつ力に気づき，他者の手を借りるといった自律
的なサポートシステムを構築するといった，被援助
性の変化パターンについて言及している（D, F）。
また，太田・高木（２０１１）は，臨床社会心理学的ア
プローチによる援助実践が援助要請意向を高めると
とらえ，３ゲートの観点からその有用性の実証研究
および実践を行っている。その結果，１．援助シス
テムへの接近（＝援助要請に関するスティグマ軽
減），２．援助授受の効果（＝援助授受の適合性），３．
援助授受による社会的効力感の認知（＝自律的援助
授受）といった３つの評価基準の適用によって自律
的援助要請態度を促進すると示し，家族心理教育と
の関連を確認している（O）。小倉（２０１５）は，夫
への援助要請が抑制されるプロセスに注目し，イン
タビューデータによる質的検討を行っている。夫に
援助を要請しない場合の心理的プロセスは，「サポー
トの必要性が高まる」，「自発的サポートを待つ」，「援
助要請を検討する」，「要望を言わない」という４段
階といい，妻が援助要請しない理由を家族・夫婦関
係の維持，夫への成長の期待と示唆している（U）。
２．援助要請の促進および抑制要因
ここまでのところで，援助要請に関連する変数に
ついて述べてきたが，援助要請が様々な困難を乗り
越えるための対処方略であることから，援助要請を
促進・阻害するものについて詳細に検討し，養育者
の実情を明らかにする必要がある。そこで，以下，
援助要請の促進要因と抑制要因に注目し，詳細に検
討する。
（１）援助要請の促進要因
援助要請の促進要因については，関係性，子ども
の要因，母親の個人要因の観点から検討する。
ａ）関係性からの視点
本田・新井（２０１０）は，子どもと援助要請の相手
との関係を良好であると認知することを促進要因と
している（J）。特に，子どもに関する悩みが多く，
深刻である場合には保育者に対する援助要請行動は
促進されるとのことである。また，笠原（２００４，２００６）
や杉本・諸井（２０１０）についても，保育者の相談の
専門性や保育の専門性に関する高い認知や相談の満
足度が今後の援助要請の促進に影響を与えることを
示し（C, F, K），湯浅（２００６）は保健師への相談体
験が，ストレスを認知したときの被援助志向性を総
じて高める可能性について述べている（E）。以上
より，援助を求める相手や関係性の認知によって，
援助要請行動が促進されることが示唆されている。
ｂ）子どもの要因
被援助欲求が低くても，育てにくさのある子ども
をもつ母親の場合，公的機関であればサポートを受
けたいと思っている可能性があること（状家，２０１５）
や，子どもの発達等に関する問題については援助要
請を行いやすいという指摘（杉本・諸井，２０１０）が
ある（V, K）。また，山地ら（２０１０）による発達障
害児の母親は自分自身の問題だけでなく子どもに関
する様々な問題について援助を求めるため，実際に
子どものためになる援助が優先されていることから
専門家の利用意識が生じるといった指摘（L）もあ
り，援助要請を促す要因として，母親が子どもに抱
いている印象（特に育てやすさ）や子どもの発達に
関する問題なども考慮する必要があるといえる。
ｃ）母親の個人要因
本田・新井（２０１０）は，男児の母親の方が女児の
母親よりも専門職への援助要請が高いことや，就業
形態によって求めるサポート内容が異なっていたり，
就業している人よりも就業していない人の方が夫に
援助を求めたりすることを示唆している（J）。また，
佐藤・中村（２０１２）は被援助志向性の中の「援助関
係に対する抵抗感の低さ」と言語的援助要請スキル
のなかの「感情伝達スキル」との関連を明らかにし
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ており，言語的援助要請スキルを高める介入により
援助要請を促進することを示唆している（P）。さ
らに，湯浅ら（２００６）は，拡大家族世帯よりも核家
族世帯のほうが援助に対する不安感は低く（E），
本田・新井（２０１０）は同居している相手（夫や実母，
義母）に対してより援助要請行動をする（J）と示
している。つまり，援助要請行動の促進に対する影
響を考えるとき，就業形態や家族構成など子育て環
境についても加味することが必要であるといえる。
（２）援助要請の抑制要因
援助要請の抑制要因については，関係性，心理的
障壁，母親の個人要因の観点から検討する。
ａ）関係性からの視点
小倉（２０１５）は夫婦関係における妻から夫への援
助要請に関する研究の中で，「援助要請のデメリッ
ト」と「減る負担量の見積りを下げる要因」を挙げ
ている。夫からのサポートの必要性が高まり，自発
的サポートを待ってもサポートが得られないときに，
妻は援助要請を検討する。「援助要請のデメリット」
とは，夫婦関係への影響や仕事への影響，夫への気
遣いを指し，「減る負担量の見積りを下げる要因」
とは，夫の育児・家事能力の低さや，夫に援助要請
を拒否された経験を指す。これらの背景には妻の家
族・夫婦関係維持欲求が関わっていることもあるが，
援助要請が抑制されることにより，悪循環を招くこ
ともあるという（U）。本田ら（２００９）は，相談し
にくい理由を探索的に検討した結果，身近な他者に
は「関係性に対する懸念」「母子への悪影響の恐れ」，
専門機関に対しては「具体的な心配事」「未知によ
る漠然とした抵抗感」が被援助志向性の下位概念と
して存在している可能性を示している（I）。また，
日下部（２０１４）はサポート源によって求めるサポー
ト内容が異なり，サポートを求めていても対象に
よっては懸念や抵抗感をもつことを示している（T）。
これらより，周囲の他者との人間関係に対する配
慮や遠慮に加え，自身の子育てに対する非難や不誠
実な対応といった傷つきへの恐れは，援助要請を抑
制する要因の一つとして考えられる。
ｂ）心理的障壁
湯浅ら（２００６）は，被援助志向を妨げる心理的障
壁を被援助バリアといい，育児不安尺度を参考にし
て作成し，「相談への信頼」「遠慮」「侵害性」とい
う下位尺度からとらえた。育児に関する悩みが増え
ることにより，被援助志向性が高い母親でも被援助
バリアが高くなるということ，育児ストレスの種類
により，被援助バリアの生じ方が異なる可能性を示
している（E）。中神・天岩（２０１１）は，被援助バ
リアを再検討し，心理的抵抗として援助要請の抑制
との関連について報告している（N）。その結果，
母親の自尊感情の低さが悩みの深刻さに影響して心
理的抵抗を高めることにより援助要請を妨げること
や，専門家相談経験のない母親の場合は心理的抵抗
を感じて援助要請行動が妨げられることを示唆して
いる。
ｃ）母親の個人要因
母親自身がもつ悩みや性格特性，デモグラフィッ
ク変数といった個人要因も，援助要請を抑制する要
因として挙げられる。たとえば，笠原（２００４）は母
親関連育児ストレスが高い場合，保育士への援助要
請行動は抑制される傾向にあり，発育・発達面での
相談については，相談後に無理になにかしなければ
いけないのではないかという強制不安が援助要請行
動の抑制に影響を与えることを示唆している（C）。
同様に，越谷（２０１２）も，育児不安が高いからといっ
て援助資源を有効と感じたり，援助を要請したりす
るわけではないということを述べている（Q）。自
尊心が援助要請に影響を与えることに注目した諸井
（２０１２）は，自律的援助要請と依存的援助要請の観
点から，自力による解決志向がより強い場合，自律
性によって援助要請が抑制されることや，問題解決
を誰かに頼る依存的な母親の場合，非難による自尊
心の侵害が親としての自信の無さに結びつき，援助
要請が抑制される可能性を示している（R）。また，
デモグラフィック変数としては，第一子で年齢が低
い子どもを育てている高齢の母親は，援助要請の抵
抗は低いが実際に行動しない（本田・新井，２０１０）
という報告（J）や，２０代の母親および４０代の母親
は援助を受けることに抵抗がある（佐藤・中村，２０１２）
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という報告（P），さらに，（湯浅，２００６）母親の年
齢の高さや子どもの年齢の低さ，出生順位の早さが
援助要請の抑制要因になりうる（E）と報告してい
る。このように母親特有の抑制に関連する要因はい
くつかの研究で指摘されているが，それらの見解は
一致していない。
３．子育て支援領域における援助要請を測定する尺
度
学生相談やメンタルヘルスなど，様々な領域にお
いて，専門家および非専門家に対する援助要請を測
定する尺度開発がなされている。そこで，子育て支
援領域において使用されている尺度や項目の整理を
行った（表２）。以下，行動，援助要請意識や意図，
被援助志向性，態度に分類し，整理する。
１）援助要請行動
援助を要請する行動については，悩みに対して実
際に援助要請を行ったかどうか頻度を質問する，あ
るいは独自で作成した項目を用いて測定することが
多いようである。たとえば，笠原（２０００）は独自に
作成した相談内容２１項目について（B），本田・新井
（２０１０）は幼稚園教育要領をもとに作成した５項目
について，小倉（２０１５）は夫に対する要望について，
実際に悩みや要望を伝えたかどうかを確認している
（U）。
２）援助要請意識や意図
援助要請意識や意図とは，様々な悩みに関して「相
談すると思う」程度のことであり，援助要請する相
手や内容によってその程度が異なるという見解がな
されている。たとえば中神・天岩（２０１１）は，悩み
の内容を「子どもに関する悩み」，「親に関する悩み」
と設定し，それぞれについて身近な人にどれくらい
相談するか（想像も含む）を検討し（N），笠原（２００６）
は，保育者や知人，専門家に対して「今後も相談す
るか否か」という相談意図について関連要因を検討
することで，援助要請の程度に違いがあるか確認し
ている（F）。
３）被援助志向性
被援助志向性は，「個人が，情緒的・行動的問題
および現実生活における中心的な問題で，カウンセ
リングやメンタルヘルスサービスの専門家，教師な
どの職業的な援助者および友人・家族などのイン
フォーマルな援助者に援助を求めるかどうかについ
ての認知的枠組み（水野・石隈，１９９９）」と定義さ
れており，その下位概念として田村・石隈（２００１）
は被援助志向性尺度を作成し，「援助の欲求と態度」
および「援助関係に対する抵抗感の低さ」の２因子
を確認している。佐藤・中村（２０１２）や状家（２０１５）
はこの尺度を参考にして被援助志向性を測定してい
る（P, V）。さらに，田村・石隈（２００６）は被援助志向
性尺度（田村・石隈，２００１）を基盤にして新たに「状
態」と「特性」のそれぞれに焦点をあてた，状態・
特性被援助志向性尺度を開発している。状態被援助
志向性尺度は１因子で構成されており，特性被援助
志向性尺度は「被援助に対する懸念や抵抗感の低
さ」因子と「被援助に対する肯定的態度」因子の２
因子で構成されており，日下部（２０１４）や諸井（２０１２）
が使用している（T）。
４）態度
態度に関する尺度としては，諸井（２０１２）が自律
性に焦点をあてた自律的・依存的援助要請尺度を使
用し（R），佐藤・中村（２０１２）が言語的援助要請
スキル尺度（P），中村（２０１４）は援助要請の回避
要因としてひとりぼっち回避傾向に関する項目を用
いている（S）。また，ネガティブな態度として，
被援助バリア尺度については，湯浅ら（２００６）は水野ら
（２００２）の援助不安尺度を参考にした項目を使用し
（E），笠原（２００４）は笠原（２００２）のカウンセリ
ング不安尺度を参考にしたものを使用している（C）。
さらに，援助要請の抑制および促進態度を測定する
ための尺度としては，笠原（２００６）のように，尺度
の一部を参考にして使用しているもの（F）や，太
田・高木（２０１１）のように，自由記述の内容から項
目を設定して使用している（O）ものがある。
これらのように，援助要請を測定する項目や尺度
は多様なものが使用されており，統一されていない
子育て支援領域における援助要請研究の概観と今後の課題
― 75 ―
Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／四国大学紀要／２０１６年／人文・社会科学編（第４６号）／横組／永井知子  2016.07.19 16.39.17  Page 75
ことが分かる。そのため，関連する要因等が研究者
や研究目的によって異なり，一貫した研究知見を見
出すことが困難になっていることが予想される。
Ⅳ．今後の課題
本稿において，わが国における子育て支援領域に
おける養育者の援助要請研究を概観し，得られた知
表２．子育て支援領域の援助要請に関連する尺度および項目
作成者 発行年 行動 意識・意図 被援助志向性 態度（全般） 態度（ポジティブ） 態度（ネガティブ）
A 西川 １９９７
自由記述より抽出した
２１項目
B 笠原 ２０００
独自に作成した保育者
の援助要請意識２１項目
に対する行動
独自に作成した保育者に
対する援助要請意識２１項
目
C 笠原 ２００４
育児ストレッサ ２ー０項
目（笠原，１９９９）に対する
行動
育児ストレッサ ４ーカテ
ゴリ （ー笠原，１９９９）に対す
る援助要請意図
笠原（２００２）に６項目追加し
て作成
D 加藤 ２００５
母親の感じている被援助
性
E 湯浅・櫻田・小林 ２００６
育児ストレス認知尺度
（佐藤・菅原，１９９４）内の１５
項目についての志向性
水野ら（２００２）の援助不安
尺度を参考に作成した項
目を一部修正した１４項目
F 笠原 ２００６
子どもの悩みに関する
保育者への援助要請行
動
子どもの悩みに関する保
育者への援助要請理由４
項目・保育者，知人，専門家
への援助要請意図
笠原（２００４）で検討した１６
項目
笠原（２００４）で検討した１４
項目
G 加藤 ２００７
サポート源に対する実
際の援助要請行動
H 諸井・杉本 ２００９
先行研究を参考にした
計４３項目
I
本田・三鈷・八越・
西澤・新井・濱口
２００９
水野（２００７）を参考にした
教示文
J 本田・新井 ２０１０
子育ての悩み５項目（独
自作成）についての援
助要請行動
K 杉本・諸井 ２０１０
笠原（２００４）を参考にした
項目
笠原（２００４）を参考にした
項目
L
山地・大東・久保・
福本・宮原・中村
２０１０
援助資源を利用した前後
の気持ちや考え
M 諸井・杉本 ２０１０
笠原（２００４）を参考にした
１７項目
笠原（２００４）を参考にした
１３項目
N 中神・天岩 ２０１１
子ども関連の悩みに関す
る９項目（佐藤・菅原，１９９４，
笠原，２００６）に対する援助
要請意識
湯浅（２００６）の１０項目と本
田ら（２００９）を参考にした５
項目
親関連の悩みに関する８
項目（佐藤・菅原，１９９４，牧
野，１９８２）に対する援助要
請意識
O 太田・高木 ２０１１
教師に対する否定的援助
要請態度２２項目（KJ法）
教師に対する肯定的援助
要請態度２２項目（KJ法）
P 佐藤・中村 ２０１２
田村・石隈（２００１）によって
作成された１１項目
阿部・水野・石隈（２００６）
が作成した８項目
心理療法に対する意識尺
度を翻訳した３０項目
Q 越谷 ２０１２
本田ら（２００９）を参考にし
た援助要請意図
R 諸井 ２０１２
田村（２００８）の特性被援助
志向性尺度を参考にした
１３項目
瀬尾（２００７，２００８）を参考
にした自律的援助要請
９項目と依存的援助要
請８項目
S 中村 ２０１３
先行研究を参考にした
項目
T 日下部 ２０１４
田村・石隈（２００６）によって
作成された項目
U 小倉 ２０１５
夫に要望を伝えたかど
うか
夫に抱いていた要望
V 状家 ２０１５
田村・石隈（２００１）を改訂し
た援助の欲求を測定する
尺度８項目
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見の整理を行った。少しずつ援助要請研究が進めら
れているなかで，子育て支援領域における今後の課
題について述べる。
養育者の援助要請を考えるとき，援助を求める相
手はいわゆる養育者をとりまくサポート源でもあり，
子育てを支えうる存在といえる。援助を求める相手
によって求める援助内容が異なるという研究もある
が，相手をどのように認知するかも，援助要請行動
に影響しているとされ，相手を限定した援助要請研
究も必要である。また，援助を求める内容について
は育児ストレスに関する変数が多く使われている。
養育者の育児ストレスが子どもへの不適切な関わり
のリスクを高める（岩，２００８）ことを考慮すると，
養育者の援助要請を考える際には育児ストレスとの
関連を検討する必要がある。特に，母親自身の悩み
か子どもについての悩みかによって，援助要請をす
るかどうかの意思決定や援助要請をする相手の選定
に影響を与えることが示唆されるため，悩みの内容
を区別して検討することが求められる。さらに，パー
ソナリティについては，援助要請行動との直接的な
関連について一貫した見解がなく，これまで扱われ
ることの多い自尊感情をはじめ，間接的な関連も含
めて今後丁寧に検討する必要があるだろう。
援助要請を測定する尺度については，何を測定す
るかによって，独自のものが使用されていたり，先
行研究をもとに開発された尺度を使用していたりす
るため，統一されていない。また，同じ指標を測定
していても異なる尺度や項目を使用しているため，
研究間で比較検討することが難しいといった問題点
も生じることから，今後，様々な研究で利用可能と
なる尺度の開発が望まれる。
現在，わが国の子育て支援の動きとしては，平成
２４年「子ども・子育て支援法」の制定にはじまり，
「子ども・子育て支援新制度」の施行など，すべて
の子育て家庭がより安心して子育てができるような
システムが整えられ，ニーズに応じて個々の家庭の
サポート体制をつくる取り組みがなされている。日
常的に養育者と接する機会の多い保育者については，
これまで以上に保育の専門性を生かした子育て家庭
への支援が求められているといえる。しかし，これ
までの子育て支援領域における援助要請研究では，
養育者が援助要請を求める相手が特定の他者に限定
されたものや，養育者が他者に対して援助要請に至
るプロセスを明らかにしているものが少ない。保育
者をサポート対象にした研究はあるが，援助要請の
プロセスは明らかになっておらず，養育者に合わせ
た支援に対する有効なアプローチまでは明確になっ
ていない。保育者からのサポートや関わり方が養育
者の育児ストレスを軽減させる可能性がある（大内
ら，２０１２，２０１４）ことからも，養育者が必要に応じ
て援助要請を選択できるような心地よい支援のあり
方を検討することが求められている。今後，養育者
が保育者に援助を求める内容やパーソナリティを変
数間で検討したうえで，援助要請のプロセスを明ら
かにし，実際にどのような支援が有効になりうるか
を明らかにしていくことが必要であろう。
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抄 録
本稿では，わが国の子育て支援領域における養育者の援助要請研究を概観し，今後の課題を示す
ことを目的とし，２２件の論文を対象に文献研究を行った。その結果，援助要請研究で扱われる内容
は，援助を求める対象，関連する変数（個人の問題，心理学的変数，デモグラフィック変数，ネッ
トワーク変数），援助要請のプロセスに整理された。また，援助要請を測定する尺度は，行動，援
助要請意識や意図，被援助志向性，態度を測定するものに分類された。今後，養育者の援助要請研
究においては，対象を特限定することや，悩みの内容を区別すること，内容やパーソナリティの変
数間の関連を含んだ援助要請のプロセスを明らかにし，実際にどのような支援が有効になりうるか
検討することが必要であろう。また，様々な研究で利用可能となる尺度の開発に関する研究も求め
られているといえる。
キーワード：子育て支援，援助要請，援助要請尺度，文献研究
永井知子
― 80 ―
Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／四国大学紀要／２０１６年／人文・社会科学編（第４６号）／横組／永井知子  2016.07.19 16.39.17  Page 80
